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１　事業概要

事 業 名

事業種別 河川事業

事業目的

河口部からJR津軽線までの一連区間について、自然環境の保全に配慮しながら河川の改良工事を行い、六枚橋川沿川
の人家や田畑を洪水被害から守る。

事業方法

終了予定年度

国庫補助 その他

採択年度

25

100

河川改良事業

（１／３）

Ｈ19－8

○ 再評価後 ○

＠pref.aomori.lg.jp

六枚橋川

市町村 ○

年）

●

市町村名 青森市

その他１６ 年）未着工 ●

0 ｍ

当初計画時 再評価時
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事業計画については当初計画時と比較して変更はない。

区                 分

築堤工

護岸工

樋門樋管
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事　業　費　割　合

１８年度

（うち用地費）

実　　　績

・改良区間L=350mのうち、河口から約L=300mは築堤・護岸が完成し、計画に対して概ね70%の流下能力となっており、
改良は計画通り進んでいる。
・今後は、JR津軽線までの改良を進める。

76.1

100.0

0.0

（単位：百万円）○当初計画時総事業費

１７年度 ２０年度～

640

～１６年度 合　　計小　計１９年度

640.0

0.0

114.6

114.6

96.9

114.6

543.1

２　評価指標及び項目別評価

計　　　画

（うち用地費）

（１）　事業の進捗状況

主要工種
毎割合
（事業費）

築堤工　（　24.3百万円）

護岸工　（ 336.9百万円）

樋門樋管（　75.4百万円）

事 業 費

事業の進捗状況

説    明

事業効果

問題点・
解決見込み

100

0.0

年次計画に対する進捗

100 ［③／①］

114.6

［④／⑥］

　

84.9

543.1

0.0

20.0

Ａ Ｂ Ｃ

92.2

〈　年　月変更〉

488.1

・河口からJR津軽線下流付近まで完成し、計画高水流量Q=170m3/sに対し約70%の流下断面が確保されており、一連の
効果を発揮している。

［③／⑤］

［④／②］

・事業を進めるにあたっての阻害用件はなく、順調に事業の進捗を図ることが出来る。

640.0

15.0

0.0

（うち用地費）

114.6

96.920.0

計画全体に対する進捗

100

事業効果
発現状況



・ ・

【全国の評価】

地 元 の
推進体制等

Ａ Ｂ

必 要 性

社
会
的
評
価

全国・本県に
おける評価

当地区にお
ける評価

・大雨による浸水被害が県内各地で発生しており、六枚橋川においても平成2年9月に浸水面積3ha、床上
浸水1戸、床下浸水12戸の浸水被害が発生しており、改良が進んだ平成14年8月にも一部農地が冠水してい
ることから、早期の改修が必要である。
・河口から約L=300mまでは完成しているが、鉄道橋までの残り約L=50mについては計画高水流量に対し概
ね25%の流下能力しかない。
・JR津軽線より下流部に人家が集中しており、鉄道橋まで改良が図れることにより人家に対する浸水被害
の軽減が期待できる。

・県内においても、平成14年、平成16年・平成18年等豪雨
による氾濫被害が各地で発生しており、今後とも治水安全
度の向上を図るために河川改良事業を進めていく必要があ
る。
・地域住民の水辺環境への関心は高く、自然環境に配慮し
た河川整備が求められている。

a  ． b 

・用地買収は完了しており、地権者や地域住民は本事業の趣旨や目的を十分理解していただいており、円
滑に事業が進んでいる。

a  ． b 

（２／３）

・六枚橋川は二級河川であり、河川管理者は県であることから、事業主体は青森県となる。
・想定氾濫区域内には人家が約60戸あり、想定氾濫被害額は約42百万円と見込まれる。
・このため、過去の浸水被害実績より算定した計画高水流量Q=170m3/sとする本事業を今後とも計画的に
進めていく必要がある。

整理番号 Ｈ19－8

【県内の評価】

・近年の異常気象により、全国各地で局地的豪雨による氾
濫被害が発生しており、これら河川の災害対策及び治水安
全度の向上が急務となっている。
・近年の河川環境に配慮した河川整備に対する関心の高ま
りに対し、自然環境に配慮した河川整備が求められてい
る。

（２）　社会経済情勢の変化

・流下能力不足により、平成2年9月、平成14年8月には浸水被害が発生しており、改良が必要な河川である。

a  ． b 

Ｃ

適 時 性

・ ・

0

総 便 益 -           百万円 1,120       百万円 1,120

（５）

（３） 百万円

（４）

0

（１）治水

（２）残存価値

百万円 0

0

1,120

総 費 用 -           

（３） 百万円

百万円 770百万円 770         

0

百万円

（２）維持管理費 百万円

682

88 百万円

百万円

88

百万円

百万円

区  分 主  な  項  目 当初計画時 再評価時

費用項目
（Ｃ）

（１）建設費

百万円

（４）

（５）

百万円

1,120 百万円

百万円

百万円

便益項目
（Ｂ）

【費用対効果分析手法】（分析手法、根拠マニュアル等）

百万円百万円

Ｂ ／ Ｃ 1.45

百万円

百万円

百万円

百万円

・想定氾濫区域内には、国道280号・JR津軽線が通っていることから、氾濫時における交通機関への影響が危惧され
る。
・護岸について植生が期待できるブロックを使用し、河岸を緩い勾配と植生で覆うことにより、生物の良好な生息環
境の保全や、地域住民にとっての安らぎの空間が期待できる。

Ｂ

百万円

百万円

効 率 性

Ａ（３）　費用対効果分析の要因変化

増　　減

682

百万円

百万円

0

0

百万円

・治水経済調査マニュアル（案）：平成17年4月（国土交通省　河川局）

百万円

百万円

百万円

Ｃ

百万円

百万円

百万円

百万円

・上記マニュアル（案）が策定されたのは平成11年6月のため、当初計画時に費用対効果分析を行っていない。

【費用対効果分析における特記事項】



・ ・

・ ・

● ○ ● ○

（２）対応内容 （２）対応内容

配慮している 配慮していない

（５）　評価に当たり特に考慮すべき点

ダム案：良好なダム適地がない。
遊水地案：広大な土地を必要とするため、社会経済に及ぼす影響が大きすぎる。

a  ． b 

Ａ Ｂ Ｃ

沿川住民は度々浸水被害を受けていることから､改良
促進に対する要望が多い。

住民ニーズの
把握状況

【住民ニーズの把握方法】

【開発事業等における環境配慮指針への対応】【地域別環境配慮指針への対応】

【住民ニーズ・意見】

a  ． b 

Ｂ

Ｈ19－8

Ｃ

・管理用通路の敷砂利に再生砕石を利用し経費の節減を図っている。

整理番号

工事説明会や用地説明会を開催し、住民の意見を
聞くと共に、個別の用地交渉の場においても住民
の要望等を把握している。

a  ． b 

Ａ（４）　コスト縮減・代替案の検討状況

代 替 案

【代替案の検討状況】

【コスト縮減の検討状況】

コスト縮減

（１）対応状況

地域区分 A4c

（１）対応状況 配慮していない配慮している

（３／３）

休止（林政課及び漁港漁場整備課所管事業に限る）

休止（林政課及び漁港漁場整備課所管事業に限る）

護岸について植生が期待できるブロックを使用す
ることとし、河岸を緩い勾配と植生で覆うなど、
生物の良好な生息環境の保全に配慮している。

計画変更

継続

対応方針（案）どおり ○

４　公共事業再評価審議委員会意見

計画変更

○ 中止

（附帯意見がある場合に記載）

（委員会意見が「対応方針（案）を修正すべき」の場合に記載）

○継続

委員会評価

○

○ ○ 中止 ○○

○●

附帯意見

３　対応方針（事業実施主体案）

地域の立地特性

備    考

治水安全度が低く、度々浸水被害を受けていることから、六枚橋川沿川住民の生命財産を洪水被害から守る本事業
は、継続して実施する必要がある。

評価理由

総合評価

環境影響
への配慮

工事を行う際には、地域の生活環境に配慮し、低排
出ガス、低騒音、低振動の重機械を使用する。

委員会意見 対応方針（案）を修正すべき

当該地区は、都市計画区域、特別豪雪地帯に指定されている。

a  ． b 

（委員会意見が「対応方針（案）を修正すべき」の場合に記載）

評価理由


